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 総合 

「ああ、あれが始まったんだ

な～」と思った。朝の通勤途中、

ニッダ川（Nidda）のほとりと

ニートの森（Niedwald）の周縁で

樹木の伐採作業が行われてい

るのを見かけた。 

ニッダ川はフォーゲルスベ

ルク山の西部から南西方面に

向かって流れ、フランクフルト

の北部から西部を経て化学工

業団地で有名なヘキストでマ

イン川に合流する。全長は約 90

キロ。川岸では散歩やジョギン

グ、サイクリングをする市民を

数多く見かける。 

ニッダという名前は古代帝

政ローマ期に現在のヘッダー

ンハイム地区にあったニダ

（Nida）という都市に由来する

と言われる。この川はローマの

物流網の毛細血管だったので

ある。 

ニッダ川沿いを自転車など

川の「再自然化」計画が策定さ

れ、93年から事業が始まった次

第だ。ニートの森での伐採はそ

の一環で行われた作業である。 

この森のやや下流地域では

10 年前に再自然化工事が終了

した。当初は「これで何が変わ

るの？」と疑問に思ったが、効

果は確かにあった。白鳥やアオ

サギ、鵜など鳥が増えたうえ、

数年前にはビーバーダムも出

現。景色や雰囲気も良くなり、

春から夏にかけてはバーベ

キューや川遊びをするために

人々が大勢やって来るように

なった（ごみを捨て置きするマ

ナーが悪い人がいるのは問題

だが）。 

樹木が伐採された場所から

判断すると、最近始まった工

事では三日月湖を河川に再結

合し、蛇行を復活させる計画

のようだ。ニートの森には春

先、山菜ベアラオホ（ラムソ

ン）が群生する。白い花が一面

に広がるとニンニクのような

匂いに満たされる。この森が

一段と豊かになることを心待

ちにしている。 

で移動すると両岸沿いに所ど

ころ、池のようなものが見え

る。これは治水工事でできた人

工的な三日月湖であり、かつて

は河道であった。 

河川工事が行われたのは 20

世紀の前半と後半で、1975年に

完了した。蛇行する河川を直線

化するとともに深く掘り下げ、

深刻な洪水が起こらないよう

にした。おかげでフランクフル

ト市は増大する人口を受け入

れる住宅地を確保できた。 

だが、副作用も大きかった。

河川と周辺地域の動植物相が

貧困化したのである。堰が障害

物となり魚は川をさかのぼれ

なくなり、その数と種類がとも

に減った。野草の種類も減った

ため、特定の花の蜜しか吸わな

い昆虫は姿を消した。 

川は蛇行することで周辺の

広い地域の土壌を湿らすとい

う働きをしている。直線化し

て水が速やかに流れるように

したことで、この効果がなく

なった。 

釣りをしても魚がほとんど

かからないなど問題はすぐに

現れたため、80年代にはニッダ

余白一滴 

土屋伸爾 
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独 Ifo 経済研究所のクレメンス・フュスト所長は 17 日付『フランクフル

ター・アルゲマイネ（FAZ）』紙への寄稿文で、独・欧州が取るべき産業政

策を提言した。米国のインフレ抑制法（IRA）に対抗するため巨額の助成政

策が検討されている現状に警鐘を鳴らす内容で、競争力や価格低下につ

ながるなど効果の高い分野に補助金を限定するよう求めている。補助金

で工場を誘致することには否定的だ。 

助金プログラムの実施要求が出て

いる。これに絡んでフュスト氏は、

IRA により米国が受けるメリット

が過大評価されていると指摘す

る。具体的には◇ IRA の補助金の

財源は増税で賄われることから、

現地企業の負担は増える◇国外か

ら誘致したメーカーは助成期間の

終了後、撤退するリスクが高い―

―が見落とされているという。 

こうした点を踏まえてうえで、

独・欧州の政策当事者はどのよう

な政策を取るべきなのだろうか。

同氏は、産業政策の結果、自立して

競争力を持つ産業が立ち上がらな

ければ公的資金の無駄遣いになる

としたうえで、炭素中立に向けた

経済の GXでは、技術革新とコスト

削減効果が大きい研究・開発分野

の促進策が有効だと論じた。具体

例として、ソーラー発電設備と風

力発電タービンの製造コストがイ

ノベーションを通して 2010 ～ 20

年の 10年間でそれぞれ 90％、50％

低下した事実を指摘。同様の効果

は水素経済と鉄鋼生産の脱炭素化

でも期待できるとの見方を示し

た。補助金で電池工場などを誘致

してもそうした効果は得られない

としている。 

 

気候政策の単独行には限界あり 

 

EU 域内の企業が二酸化炭素

（CO2）排出規制の緩い域外の第三

国に生産拠点を移す「カーボン

リーケージ」を防ぐために国境調

整措置の導入と助金交付に踏み切

ることも適切だと指摘した。そう

した措置がなければ EU の製造業

が空洞化するためだ。ただ、グリー

ン水素を用いて域内で製造した割

高な鉄鋼製品が域外市場で競争力

を保てるようにするために補助金

を交付するのは一時的にすべきだ

との認識も示した。EU域外の国が

CO2 排出量の多い従来製法で製品

を供給し続ける結果、補助金が恒

常化するのは割が合わないため

で、EUが気候政策を単独で行うこ

とには限界があるとしている。 

「欧州が必要とする産業政策は

何か」という題の寄稿文ではまず、

産業政策の「母国」フランスで超音

速旅客機「コンコルド」やコン

ピューター産業育成政策「キャル

キュール」など国家主導のプロ

ジェクトの多くが税金の無駄遣い

に終わった現実を指摘。総付加価

値に占める製造業の割合が低下し

続け現在では 10％を割り込み、ド

イツの 18％を大幅に下回っている

ことも併せて示し、大規模な産業

政策を行っても必ずしも成果が出

ないことを明らかにした。 

そのうえで、産業政策が欧州で

現在、「再発見」されている理由と

して◇製造業の脱炭素化を、産業

空洞化を招かずに実現することは

難しい課題であること◇ロシアの

ウクライナ進攻により、地政学的

な対立が起きた場合、特定の国に

経済面で強く依存するリスクが鮮

明になった――の 2点を挙げた。経

済の GX に関しては気候保護だけ

でなく、温暖化防止技術分野で主

導権を握るという狙いがあること

も指摘した。 

こうした背景があるなかで、米

国が電気自動車（BEV）やヒートポ

ンプなど環境にやさしい製品に補

助金を交付する IRA を策定・施行

したことから、欧州は危機感を示

している。補助金の対象になるの

は米国ないし自由貿易協定締結国

の製品に限られるためだ。欧州連

合（EU）は自由貿易協定を米国と結

んでいないこといから、欧州メー

カーが米国に製造移管する懸念が

ある。 

EU では対抗策として新たな補

 

 「米IRAを過大評価するな」 
工場誘致補助金は効果薄とIfo所長が警鐘 

 

   総合 

次ページに続く⇒ 



5 
© 2023 FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

FBC Weekly Business Newsletter ドイツ経済ニュース 2023年2月22日発行  1416号 https://www.fbc.de 

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

ロシアのウクライナ進攻に伴い

ドイツの国内総生産（GDP）は昨年

2 月の戦争勃発から 2023 年末まで

に約 1,600億ユーロ（4％）縮小する

見通しだ――。独商工会議所連合

会（DIHK）のペーター・アドリア

ン会長が地方紙『ライニッシェ・ポ

スト』に明らかにしたもので、住民

1人当たりおよそ 2,000万ユーロ減

少する計算という。 

同氏はまた、戦争に伴う天然ガ

ス・電力価格高騰の影響をドイツ

は他の国より強く受けているとの

認識も示した。経済全体に占める

製造業の割合が高いうえ、エネル

ギー集約産業が大きな比重を占め

ているためだ。ガス価格は米国の 5

倍、電力価格はフランスの 4倍に上

ることから、23年と 24年の成長率

は 22年同様、他の多くの国を下回

ると明言。エネルギー価格の高騰

はドイツの産業立地競争力を弱め

ていると危機感を表明した。 

<SC48163> 

 

EUの補助金財源については、コ

ロナ復興基金「次世代 EU（NGEU）」

で十分な規模をすでに確保してい

るとの認識を示した。総額 8,000億

ユーロのうち少なくとも 37％

（2,960億ユーロ）が GX 分野に充

てられるためだ。イタリアやスペ

インなど税収が少なく累積債務の

多い国に優先配分されることか

ら、ドイツやオランダなど財政健

全国が補助金政策で優位に立つと

いう懸念も相対化されるとしてい

る。個々の補助金政策に絡んでは

イノベーション重視の姿勢を堅持

し、費用対効果が得られない工場

誘致合戦への発展を回避すべきだ

と強調する。 

フュスト氏は最後に、補助金だ

けが産業政策であるわけではない

ことを指摘した。EUの競争力を高

めるためには、エネルギーの安定

供給と価格低下、企業の不要な負

担の廃止、税負担の軽減、個人デー

タ保護規制がデジタル事業モデル

開発のネックとなっている現状の

是正、企業が EU域内で国境を越え

て事業を展開しやすくするための

改革などが必要だとしている。 

<SC48162> 

 

 

1人当たりGDPが2000ユーロ減少 

ロシアのウクライナ進攻で 

病欠が多い社員がいると、多かれ

少なかれ職場と雇用主の負担にな

る。ではそうした社員を病気理由で

解雇することは可能なのだろうか。こ

の問題に絡んだ係争でケルン州労

働裁判所が昨年 11 月に判決（訴訟

番号： 4 Sa 297／ 21）を下したので

取り上げてみる。 

裁判はスーパーで 2013年 2月1日

から倉庫勤務を行っている 35 歳の

女性社員が雇用主を相手取って起

こしたもの。原告には扶養義務のある

2人の子供がいる。 

原告は短期間の病欠を頻繁に繰り

返していた。病欠日数は 16 年が計

21日、17年が 58日、18年が 84日に

上った。被告はこれを受け、原告の

病気は治らないと判断。19 年 12 月

11 日付の文書で、20年 3 月末付の

解雇を通告した。 

原告はこれを不当として提訴し、一

審で勝訴。二審のケルン州労裁でも

勝訴した。判決理由で同州労裁の

裁判官はまず、病欠を繰り返す被用

者を解雇する場合は（1）過去 3年間

の状況から判断して今後も病欠が見

込まれるか（2）雇用主にとって経済

的に大きな負担であるか（3）雇用主

の利益と解雇対象となる社員の利益

を衡量する――という 3 段階の検討

が必要になると指摘。解雇通告を受

けた被用者は裁判で、近い将来に快

復することの証明を求められると判

断の枠組みを示した。そのうえで、原

告は近い将来に快復すること担当医

の診断で証明したとして、解雇無効

を言い渡した。 

最高裁の連邦労働裁判所（BAG）

への上告は認めなった。 

<SC48190> 

頻繁に病欠する社員 

解雇は可能か 
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ドイツ連邦統計局が 17日発表し

た 1 月の生産者物価指数（2015 年

＝ 100）は前月比 1.0％減の 156.5（暫

定値）となり、4カ月連続で低下し

た。過去最高となった昨年 9 月

（172.5）に比べると 9.3％低い水

準。物価を最も強く押し上げてき

たエネルギー価格が低下している

ことが大きい。 

今回の統計には、政府支援を通

して天然ガス、電力料金に上限を

設定するルールが反映されていな

い。3月 1日付で施行される同ルー

ルは 1 月 1 日にさかのぼって適用

されるものの、現時点でこれらの

料金がどの程度になるかが数値化

されていないため、統計局は同

ルールを除いたベースで天然ガス

と電力の価格を算出した。同ルー

ルを加味したデータが事後的に発

表されると、1月の生産者物価の下

げ幅は拡大する見通しだ。 

1 月のエネルギー価格は前月を

5.0％下回り、これまでに引き続き

低下した。電力が 15.5％下落し、全

体が強く押し下げられた格好。天然

ガスは 0.9％、石油製品は 0.5％上昇

した。エネルギーを除いたベースで

は生産者物価が 1.4％上昇した。 

エネルギー以外の財はすべて上

昇した。上げ幅は中間財が 1.0％、投

資財が 1.7％、耐久消費財が 1.9％、非

耐久消費財が 1.8％となっている。 

生産者物価は前年同月比では

17.8％上昇したものの、上げ幅は前月

の21.6％から縮小した。統計開始後の

最高となった 8 月と 9 月（ともに

45.8％）に比べると30.7ポイント低い。 

エネルギーの上昇率は 32.9％に

上った。天然ガスは 50.7％、電力は

27.3％。石油製品は 12.6％となり、

前月の 17.3％を下回った。灯油は

28.8％（前月 47.2％）、自動車燃料

は 10.5％（14.1％）となっている。

エネルギーを除いた生産者物価の

上昇率は 10.7％で、前月に比べ 3.6

ポイント低い。 

中間財は 10.0％増と大きく上昇

したものの、上げ幅はこれまでに

引き続き縮小した。ピーク時の 4月

は 26.0％に上っていた。中間財全体

を最も強く押し上げたのはガラ

ス・ガラス製品・セラミック・加工

石材で、前年同月を 24.4％上回っ

た。このほか、穀物粉（32.5％）、

化学基礎原料・肥料・窒素化合物

（18.7％）などで上げ幅が大きかっ

た。金属は 5.8％、銑鉄・鉄鋼・鉄合

金は 4.1％と比較的、低水準だった。 

投資財の上昇率は前月を 0.1ポイ

ント下回る 7.6％だった。全体を最

も強く押し上げたのはこれまで同

様、機械で 8.9％（9.8％）を記録。押

し上げ効果が二番目に大きかった

自動車・自動車部品は 5.7％（5.6％）

に上った。上げ幅は耕運機で17.6％、

時計で 16.1％と特に大きかった。 

耐久消費財は 10.8％となり、前月

を 1.1ポイント下回った。 

非耐久消費財は前月の 18.1％か

ら 17.9％へとやや縮小した。食料品

は 23.4％（23.5％）で、砂糖は 71.5％

（72.1％）、豚肉は 45.3％（46.5％）、

牛乳は 33.4％（33.1％）、コーヒー

は 21.5％（25.1％）だった。 

<SC48165> 

ドイツのオーラフ・ショルツ首

相は 14日、ベルギー北部のゼーブ

ルッヘ港で同国のアレクサン

ダー・デクロー首相と会談し、ベル

ギーからドイツへの天然ガス輸送

能力を拡大することで合意した。

デクロー氏は輸送能力を 2 倍に拡

大すると明言。ショルツ氏は「それ

に見合った輸送能力をドイツでも

拡張する」と請け合った。年内にも

建設作業を開始する意向だ。 

ベルギーは輸入した液化天然ガ

ス（LNG）を再ガス化し、パイプライ

ンでドイツに輸送している。昨年は

バルト海経由でドイツに輸送される

ロシア産の供給が削減・停止された

ことから、ベルギー経由でドイツが

輸入する量が前年の 20 テラワット

時（TWh）から約 13倍の 256TWhへ

と急拡大した。ドイツがベルギー経

由で輸入するガスはチェコやスロバ

キアなどの東欧諸国、オーストリア

にも送られることから、ベルギー～

ドイツ間の輸送能力拡大は欧州の安

定供給につながる。 

新たなパイプラインは将来の水

素輸送を念頭に置いて設置する。

両国は 2028年までに水素輸送網を

相互接続する意向だ。 

両首脳は今回、両国の送電網の

相互接続を拡大することでも合意

した。北海での洋上風力発電が増

加していることを受けた措置で、

両国送電網の連系線を現在の 1 カ

所から 2カ所に拡大。電力の需給調

整を行いやすくし、電力価格の低

下につなげる考えだ。両国にデン

マークとオランダを加えた 4 カ国

は北海の風力発電能力を 30年まで

に現在の 4 倍に引き上げることを

目指している。 

<SC48164> 

 

生産者物価が 

前月比で4カ月連続低下 

 ベルギーから独への天然ガス輸送能力倍増 
将来は水素も、送電網の連系線2カ所に拡大 
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ドイツ連邦統計局が 17日発表し

た 2022 年 12 月の製造業受注残高

指数（2015年＝ 100）は物価・営業

日数・季節調整後の実質で 149.8（暫

定値）となり、前月を 0.4％下回っ

た。減少は 2カ月連続。指数は 8月

の 153.3 をピークに緩やか低下傾

向が続いており、コロナ禍に伴う

サプライチェーンのひっ迫は緩和

の方向にある。ただ、コロナ禍前の

19年 12月に比べると30.8％も高い

水準にあることから、正常化には

時間がかかる見通しだ。 

受注残高を地域別でみると、国

外受注が 0.7％減り全体が押し下げ

られた。国内は 0.1％増えた。部門

別では投資財が 1.0％減少。中間財

は 2.1％、消費財は 0.1％増加した。 

受注残月（受注残高が売り上げ

の何カ月分に相当するかに換算）

は 7.4カ月となり、前月の 7.3カ月

からやや拡大した。部門別の内訳

は投資財が 10.6カ月（前月 10.7カ

月）、中間財が 3.8カ月（3.7カ月）、

消費財が 3.4カ月（3.4カ月）となっ

ている。 

<SC48167> 

 

ドイツ連邦統計局は 16日、2022

年の貿易収支は 797 億ユーロの黒

字となったものの、黒字幅は前年

の1,753億ユーロを54.5％下回った

と発表した。天然ガスや石油など

エネルギー価格の高騰で輸入が膨

らんだことが背景にある。黒字幅

は 2000年（591億ユーロ）以来 22

年ぶりの低水準だ。 

最大の輸入品目はデータ処理装

置／電気・光学製品で、額は 1,478

億ユーロ（13.9％増）に上った。2位

は化学品で 1,373億ユーロ（44.6％

増）。原油・天然ガスは 79.1％増の

1,311 億ユーロと大幅に増え、3 位

につけた。 

輸出額では自動車・自動車部品が

最も大きく、2,444億ユーロ（16.0％

増）に上った。これに機械が 2,084

億ユーロ（6.1％増）、化学品が 1,627

億ユーロ（17.8%増）で続く。 

貿易黒字 1位の品目は自動車・自

動車部品で、1,135億ユーロに達し

た。2位は機械（1,053億ユーロ）、

3位は医薬品（390億ユーロ）となっ

ている。 

貿易高を国別でみると、中国は

20.9％増の 2,979億ユーロとなり、7

年連続で最大の相手国となった。輸

入高が 33.6％増の 1,911億ユーロと

大きく伸びたのに対し、輸出高が

3.1％増の 1,068 億ユーロと小幅な

伸びにとどまったことから、対中国

の貿易赤字は統計を開始した 1950

年以降で最大の 843 億ユーロに達

した。リントナー財務相はツイッ

ターに、「危険な展開だ。ドイツの

対中国貿易赤字は 2022 年に 2 倍以

上に膨らんだ」と投稿した。政府は

中国への経済的な依存度を引き下

げたいとの思惑を持っている。 

貿易相手国 2位は米国で、貿易高

は27.5％増の2,478億ユーロに拡大

した。対米の輸出高は 27.9％増の

1,561億ユーロ、輸入高は 26.8％増

917億ユーロで、貿易黒字は前年の

497 億ユーロから 643 億ユーロへ

と 29.4％膨らんだ。 

英国との貿易高は 1,110 億ユー

ロとなり、前年を 14.1％上回った。

ただ、対英貿易の重要性は同国の

欧州連合（EU）離脱決定以降、低下

傾向にあり、貿易高ランキングは

前年の 10位から 11位に低下した。

EU離脱国民投票（16年）翌年の 17

年時点では 5位につけていた。 

<SC48166> 

 

 

製造業受注残高2カ月連続減少 

12月は0.4％減に 

22年の貿易黒字55％減少 

エネ高騰で輸入が膨らむ 

FBCのロングリスト調査は  

① 貴社の案件に合う対象企業をヨーロッパ全土から探します 

② 全ての企業に貴社のプレゼン資料を送付 

③ その後メール・電話で興味の有無を1件1件確認します 

新たなビジネスパートナーを探します 

https://fbc.de/business/list_research/
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欧州連合（EU）の欧州委員会は

13 日、再生可能エネルギー由来の

電力を利用して製造される再生可

能なグリーン水素の定義に関する

委任規則案を発表した。エネル

ギーミックスにおける再エネ比率

の目標を定めた「再生可能エネル

ギー指令」に基づく法案で、脱炭素

化に大きく貢献できる可能性のあ

るグリーン水素の普及に向け、再

生可能な水素とみなすための条件

を明確化。これにより投資を促し、

生産拡大を後押しする。欧州議会

と閣僚理事会が 4 カ月以内に否決

しなければ、規則案が施行される。 

使用時に二酸化炭素（CO2）を排

出しない水素エネルギーは幅広い

産業での活用が期待されており、

EU は 2050 年までの気候中立を目

指す欧州グリーンディールの目標

達成に不可欠な要素と位置付けて

いる。欧州委はロシア産化石燃料依

存からの早期脱却を目指す政策「リ

パワー EU」で、30年までにグリー

ン水素の域内製造と域外からの輸

入をそれぞれ1,000万トンにすると

の目標を打ち出した。ただ、グリー

ン水素の製造には風力や太陽光な

ど再生可能エネルギーに由来する

電力が必要なため、既存の発電施設

から再エネ電力の供給を受けた場

合、他分野への供給が減り、結果的

に化石燃料による電力生産を拡大

する事態が懸念される。 

委任規則案によると、グリーン

水素とみなすためには、水素生産

を目的として追加的に設置された

発電施設から再エネ電力の供給を

受けること（追加性）が条件とな

る。また、グリーン水素が再エネ電

力を利用して生産されていること

を認定するうえで、水素生産と再

エネ電力の生産との間に地理的お

よび時間的な相関性があることを

条件としている。 

ただし、グリーン水素の生産拡

大を後押しするため猶予期間を設

け、27 年末までは追加性の要件を

除外し、既存の発電施設から再エ

ネ電力の供給を受けた場合でもグ

リーン水素とみなす。時間的な相

関性についても 29年末まで要件を

緩和する。 

委任規則案は EU 向けに域外で

水素を生産する事業者にも適用さ

れる。 

<SC48169> 

欧州連合（EU）の欧州委員会は

14 日、域内で販売される大型車の

二酸化炭素（CO2）排出基準に関す

る規則の改正案を発表した。2030

年以降に新車として販売されるト

ラックやバスなどの CO2 排出量を

19年比で現行の30％減から45％減

に厳格化し、35年以降は 65％減、

40年以降は 90％減とする。EUが目

標に掲げる 50年までの気候中立を

実現するため、域内における温室

効果ガス排出量の 6％を占める大

型車の排出規制を強化する。 

トラック（最大重量 5トン以上）、

バス（7.5トン以上）、被牽引自動

車（トレーラー）が規制の対象とな

る。都市部を走る路線バスについ

ては、30 年以降に新車を導入する

場合は全てゼロエミッション車に

する必要がある。 

欧州委によると、トラックやバス

など大型車の CO2 排出量は一貫し

て増え続けており、道路輸送部門の

排出量の25％以上を占めている。路

線バスは電気自動車（BEV）の導入

が進みつつあるが、現在は域内を走

る大型車の 99％をディーゼル車な

どの内燃機関車が占めている。欧州

委は排出基準を厳格化することで、

BEVや燃料電池車（FCV）の普及が

進み、ディーゼルエンジンの燃料で

ある軽油など化石燃料の需要を大

幅に削減できると説明している。 

 

乗用車は 

35年に内燃機関車販売が禁止 

 

一方、欧州議会は 14日の本会議

で、乗用車と小型商用車（バン）の

CO2 排出基準に関する規則の改正

案を賛成多数で可決した。ガソリ

ン車など内燃機関の新車販売を 35

年までに事実上禁止する内容で、

ハイブリッド車（HV）やプラグイ

ンハイブリッド車（PHV）も販売で

きなくなる。閣僚理事会の正式承

認を経て新ルールが導入される。 

規則案には、◇欧州委が 25年ま

でに乗用車と小型商用車のライフ

サイクル全体での CO2 排出量を評

価するための EU 共通の方法論を

策定する◇欧州委が排出基準と現

実の燃料およびエネルギー消費

データとのギャップを監視し、合

成燃料を含む代替燃料技術の開発

状況などを考慮して、26 年末まで

に規制の見直しを行う――なども

盛り込まれている。 

<SC48168> 

 

 大型車のCO2排出量を40年に90％削減 
気候中立実現に向け欧州委が規則改正案提示 

 

グリーン水素の定義に関する

委任規則案を欧州委が発表 



9 
© 2023 FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

FBC Weekly Business Newsletter ドイツ経済ニュース 2023年2月22日発行  1416号 https://www.fbc.de 

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

高級乗用車大手の独 BMWは 21

日、生産過程で排出される二酸化

炭素（CO2）の量を大幅に削減した

アルミニウムを英・豪系資源大手

リオ・ティントから調達すること

で基本合意したと発表した。サプ

ライチェーンでの CO2 排出削減を

図る方針に基づく措置。同社は

CO2排出量が多いアルミ、鉄鋼、プ

ラスチックなどの調達で排出削減

を重点的に進めている。 

リオ・ティントはカナダのケ

ベック州で従来品に比べ CO2 排出

量が約 70％少ないアルミを製造

し、BMWに供給。BMWはこれを米

スパータンバーグの車両工場で使

用する。 

アルミ生産に際しリオ・ティン

トは水力発電由来の電力を使用す

るほか、再生アルムを最大 50％投

入する。また、アルミ製錬工程では

CO2を直接排出しない「ELYSIS」と

いう技術を用いる。 

BMW が同社から調達するアル

ミはブロックチェーン技術を通し

てトレーサビリティが確保され

る。これにより、ボーキサイト鉱山

で環境・労働基準が順守されるか

どうかを確認できる。 

カナダのフランソワフィリッ

プ・シャンパーニュ技術革新・科

学・産業相は今回の両社の合意を

歓迎するとともに、「カナダは我が

国の競争力を高め、“メイド・イ

ン・カナダ”のイノベーションを支

援するため、競争上の強み～豊潤

な鉱物資源、質の高い労働力、ク

リーンなエネルギー、市場への近

さ～を一段と強化してく」と述べ、

産業力の向上に意欲を示した。 

<SC48172> 

 

自動車大手の独フォルクスワー

ゲン（VW）は 20日、電気駆動シス

テムの中核部品をすべて自社で開

発すると発表した。これまで電池

とモーターに限られていた自社開

発部品をパルスインバーターと熱

管理システムにも拡大。各部品間

の連携を最適化して効率を最大

20％引き上げるとともに、コスト

削減を図る。トーマス・シュマル取

締役（技術担当）は、「フォルクス

ワーゲン・グループは今後、トータ

ルに最適化された統合システムを

提供できる世界で数少ない自動車

メーカーの 1社になる。このノウハ

ウによりグループとそのブランド

が電動車でも技術的な主導権を握

ることに寄与する」と述べた。 

開発は電池、充電、電動車部品事

業を統括するフォルクスワーゲ

ン・グループ・テクノロジーで行

う。自社開発のパルスインバー

ターは、近い将来に投入予定の電

気自動車（BEV）専用車台「MEB」

の改良バージョンに搭載できる見

通しだ。 

<SC48171> 

化学大手の独エボニックは 20

日、リチウムイオン電池材料のス

タートアップ企業である中国の

Hefei Haizhou New Material（通称

スーパー C）に資本参加すると発表

した。技術的なノウハウを拡充す

るとともに、電池材料分野でシナ

ジー効果を引き出す狙い。出資額

や出資比率など詳細は明らかにさ

れていない。 

スーパー C は広東省東莞で設立

された企業。電極の次世代材料と

して期待されているグラフェンの

分野で高い技術力を持つ。グラ

フェンを用いたリチウムイオン電

池を搭載することで電気自動車の

航続距離や充電速度、電池寿命を

高めることができる。 

エボニックによると、スーパー

Cは「数層グラフェン（FLG）」と

いうタイプの製品で画期的な製法

を開発したという。年内にも自動

車産業が集積する安徽省合肥に工

場を新設する計画だ。 

<SC48170> 

 

 

 

BMW（自動車）―CO2大幅削減のアルミをリオ・ティントから調達― 

 

フォルクスワーゲン（自動車）―電気駆動システムの中核部品をすべて自社開発へ― 

 

   企業情報 

 エボニック（化学）―電池材料グラフェンの中国スタートアップに出資― 



10 
© 2023 FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

FBC Weekly Business Newsletter ドイツ経済ニュース 2023年2月22日発行  1416号 https://www.fbc.de 

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

自動車大手の独フォルクスワー

ゲン（VW）は 16日、主力ブランド

VW 乗用車で販売価格を引き上げ

ることを明らかにした。原料やエ

ネルギーコストが上昇しているこ

とを受けた措置で、「フォルクス

ワーゲンも高インフレを逃れるこ

とはできない」と理解を求めた。23

日付で平均 4.4％の値上げを実施す

る。VWがディーラーに宛てた文書

をもとに専門紙『アウトモビル

ボッヘ』が報じ、同社が追認した。 

内燃機関車は中期的にみても値

上げが避けられないと目されてい

る。欧州連合（EU）が導入を目指す

次期排ガス規制「ユーロ 7」はこれ

までに比べ基準が大幅に厳しく、

開発コストが膨らむためだ。VWの

オリファー・ブルーメ社長は同日、

内燃機関車の新車販売が 2035年か

ら禁止されることを念頭に、「気候

保護に絡んでは、この技術が期限

切れとなるにもかかわらず内燃機

関車に巨額の資金がなぜ投じられ

なければならないのか、という疑

問を投げかけざるを得ない」と述

べた。 

<SC48175> 

 

 

化学大手の独ランクセスは 14

日、高機能材料事業を投資会社ア

ドベントと合弁化する計画がイン

ドの競争当局から承認されたと発

表した。欧州連合（EU）の欧州委員

会など審査を行った他のすべての

競争当局からはすでに承認を得て

いることから、両社は 4月初旬まで

に取引を完了させる意向だ。 

ランクセスは昨年 5月、高機能材

料事業（HPM）の整理計画を発表し

た。蘭同業 DSMの高機能樹脂事業

（DEM）をアドベントと共同買収

したうえで、DEMを新設する合弁

会社に移管。また、HPMを同合弁に

移管し、HPM を連結対象から切り

離す。新会社の出資比率はアドベ

ントが 60％以上、ランクセスが

40％以下となる。 

自動車業界で車両の電動化を背

景に技術革新に向けた協業が活発

化するなど業界を取り巻く環境が

急速に変化していることから、ラ

ンクセスは 2021年 11月、HPMを

法的に独立させることでそうした

動きに柔軟に対応できるようにす

る方針を打ち出していた。DEMは

電機・消費財向け、HPMは自動車向

けに強いことから、補完性が高い。 

<SC48174> 

ドイツ鉄道（DB）は 16日、水素

燃料電池バス 60台をポルトガルの

バス製造会社カエタノ・バスに発

注したと発表した。DBはディーゼ

ルバスの運行を 2038年までに全面

停止する目標を掲げており、7年後

からは調達するバスをすべてゼロ

エミッション車にする計画。この

取り組みの一環で、水素燃料電池

バスを今回初めて本格的に調達す

ることにした。 

「H2シティ・ゴールド」という

名のバスをカエタノから調達す

る。成約額は約 4,000万ユーロ。24

年から 26年にかけて引き渡しが行

われる。ドイツ北部のニーダーザ

クセン、シュレスヴィヒ・ホルシュ

タイン州で運行する予定だ。 

H2シティ・ゴールドはトヨタ自

動車から調達した燃料電池システ

ムを搭載する。全長は 12メートル

で、座席定員は 34人、立席定員は

47人。航続距離は冬季で 350キロ、

夏季で 550キロに上る。 

DBのエブリン・パラ取締役（地

域交通担当）は水素燃料電池バス

のメリットとして、◇電気自動車

（BEV）バスに比べ動力源の補給

時間が短い◇航続距離が長いため

ディーゼルバスの代替車として適

している――を挙げた。 

<SC48173> 

 

 

フォルクスワーゲン（自動車）―内燃機関車を値上げ、インフレでコスト膨張― 

 

ランクセス（化学）―高機能材料事業の合弁化、競争当局が承認― 

 ドイツ鉄道（運輸）―燃料電池バス60台調達、ポルトガルのカエタノ社から― 



11 
© 2023 FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

FBC Weekly Business Newsletter ドイツ経済ニュース 2023年2月22日発行  1416号 https://www.fbc.de 

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

ファウンドリー世界 3 位の米グ

ローバルファウンドリーズ（GF）は

16 日、半導体後工程の組み立てと

テストを請け負う事業者（OSAT）

である米アムコー・テクノロジー

と戦略パートナーシップを締結し

たと発表した。生産能力を拡大し、

自動車など欧州と世界の顧客への

供給力を強化する狙い。欧州の半

導体サプライチェーン強化を目指

す欧州連合（EU）の取り組みに寄与

するとしている。 

GFは今回の協業に伴い、独東部

のドレスデン工場で行っている

300ミリウエハーのバンプ（突起）

形成工程と、良品・不良品の選別を

行うソート工程をアムコーがポル

トガルのポルトで運営する工場へ

と移管する。 

<SC48178> 

 

高級乗用車・バン大手の独メル

セデスベンツが 16 日発表した

2022 年 12 月期決算の営業利益

（EBIT）は 204億 5,800万ユーロと

なり、前期を 28％上回った。半導体

不足で車両が供給不足となったこ

とから値上げを実施したほか、利

幅の大きい車両を優先的に生産し

たことが奏功。純利益も 34％増の

148億 900万ユーロへと拡大した。

売上高は 12％増の 1,500億 1,700万

ユーロだった。 

主力の乗用車部門は営業利益

（調整済みの EBIT）が 28％増えて

162万 4,500万ユーロとなった。売

上高は15％増の1,116億100万ユー

ロで、売上高営業利益率は前期の

12.9％から 14.6％へと上昇した。 

23年 12月期は EBITがやや減少

すると予想している。ウクライナ

戦争や高インフレ、景気低迷を踏

まえたもので、売上高も横ばいに

とどまる見通し。乗用車部門の売

上高営業利益率については 12 ～

14％を見込んでいる。 

<SC48177> 

 

自動車大手の独フォルクスワー

ゲン（VW）が 17 日に発表した 1

月のグループ新車販売台数は 61

万 6,200 台となり、前年同月を

11.9％下回った。減少は 6 カ月ぶ

り。主力市場の中国で激減したこ

とが響いた。 

中国の販売台数は 40.7％減の 20

万 3,100 台に縮小した。中東欧も

23.2％減の 2万 9,900台と振るわな

かった。その他の市場はすべて増

加。西欧は 20.2％増の 23 万 1,400

台、北米は 15.5％増の 6万 7,000台、

南米は 30.4％増の 3万 5,500台、中

国を除くアジア太平洋は 17.5％増

の 2万 5,000台、中東・アフリカは

26.9％増の 2万 4,400台だった。 

ブランド・グループ別でみると、

大衆車（ブランド・グループ・ボ

リューム）は 12.7％減の 45万 2,400

台へと落ち込んだ。主力の VW ブ

ランド乗用車が 19.4％減の 32 万

4,400台となり足を強く引っ張った

格好だ。シュコダは 0.5％増の 6万

2,600台、セアト／クプラは 30.8％

増の 3万 6,200台、VWブランド商

用車は 13.7％増の 2万 9,200台へと

拡大した。 

高級車（ブランド・グループ・プ

レミアム）は 15.2％減の 11万 6,200

台で、主力のアウディは 15.5％減の

11万 4,400台。ポルシェを対象とす

るスポーツ車（ブランド・グルー

プ・スポーツ）は 2.3％増えて 2万

4,900台となった。 

商用車子会社トレイトンは

12.7％増の 2万 2,800台と好調だっ

た。ナビスターが 30.0％増の 6,200

台、MANは26.7％増の6,800台と大

きく拡大。スカニアも 4.2％増えて

5,200 台となった。VW トラック&

バスは10.0％減の4,500台と振るわ

なかった。 

<SC48176> 

 

 

グローバルファウンドリーズ（半導体）―独工場の生産を一部アウトソーシング― 

 

メルセデス（自動車）―大幅増益、半導体不足がプラス要因に― 

 フォルクスワーゲン（自動車）―6カ月ぶり販売減に、中国不振で1月は－12％― 
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独バイオ医薬品大手ビオンテッ

クのウール・シャヒン最高経営責

任者（CEO）は週刊紙『シュピーゲ

ル』のインタビューで、伝令 RNA

（mRNA）技術を用いたがんワクチ

ン療法が 2020年代中にも多くの患

者に施されるようになるとの見方

を示した。同社が開発中の当該ワ

クチンがごく普通に投入されるよ

うになるとみている。 

ビオンテックは現在、ｍ RNA

ベースのがんワクチンを複数、開

発している。共同設立者のオズレ

ム・テュレジ最高医療責任者

（CMO）によると、そのうちの複数

のワクチンでがんの縮小・消滅と

いった効果が出ている。再発した

ケースはほとんどないという。 

年内にも臨床試験を英国で開始

する予定で、現在、対象とするがん

の種類や候補ワクチンの選定作業

を進めている。シャヒン氏は「パー

ソナライズされたがんワクチンを

作るのに 2014年には 3～ 6カ月を

要した。現在は 4 ～ 6 週間ででき

る。わが社の目標は 4週間よりも大

幅に短縮することだ」と述べた。 

<SC48181> 

エネルギー大手の独ユニパーは

16日、アラブ首長国連邦（UAE）の

原油加工・船舶用燃料販売事業（ユ

ニパー・エナジー DMCC）を、現地

のコモディティ取引会社モント

フォルト・グループとドバイ首長の

プライベートオフィスからなるコ

ンソーシアムに売却することで合

意したと発表した。ユニパーは昨年

12 月、国有化承認の条件として

様々な事業や保有株を 2026 年末ま

でに売却することを欧州連合（EU）

の欧州委員会から命じられており、

これを受けて今回、契約を締結し

た。取引金額は非公開。今後数カ月

で取引が完了すると見込んでいる。 

ユニパー・エナジー DMCCは硫

黄分を 0.5％以下に抑制することを

定めた「IMO 2020」規制に合致した

船舶燃料をバンカー重油（船舶燃

料）の世界 3大市場の 1つであるフ

ジャイラ（UAE東北部の港湾都市）

市場向けに製造・販売する企業。フ

ジャイラ港に原油加工施設、ドバ

イに販売事務所を持つ。 

ユニパーはロシア産天然ガスの

供給削減・停止を受け極めて割高な

スポット市場での代替調達を余儀

なくされたことから資金繰りが急

速に悪化。昨年末に国有化された。

その際に欧州委から命じられた事

業などの売却を推し進めている。 

これに絡んでオランダと英国を

結ぶ「BBLパイプライン」の保有株

20％を、スペイン同業のエナガス

に売却することを 1 月中旬に発表

していたが、エナガスは 16日、同

株の取得を断念したことを明らか

にした。BBL に出資する他の株主

が先買権を行使したため。BBL に

はオランダのガスパイプライン会

社ガスニーとベルギー同業のフ

リュクシスがそれぞれ 60％、20％

出資している。 

<SC48180> 

富士通は 15日、独プロサッカー

リーグのブンデスリーガに所属す

るアイントラハト・フランクフルト

と、同チームのホームスタジアム

「ドイチェ・バンク・パーク」で人

工知能（AI）を活用した実証実験を

行うと発表した。混雑状況の可視化

による来場者の利便性向上と芝生

への散水効率向上を検証する。 

実証実験では、施設から収集し

たデータをもとにAIが最適なエネ

ルギー効率での施設運用などを支

援するプラットホーム「Fujitsu IoT 

Operations Cockpit」を利用する。ス

タジアムに設置された既存セン

サーで収集された情報を分析。ス

タジアム内の各所に設置された掲

示板に売店の混雑状況をリアルタ

イムで示し、来場者が混乱を避け

て売店を利用できるようにする。 

また、地元のエネルギー会社マ

イノバが提供する特殊な水分セン

サーによって記録された土壌の水

分と日光の照射割合のデータを、

長距離無線規格 LoRaWAN を介し

て Fujitsu IoT Operations Cockpit に

送信。これらのデータに天気予報

などの情報を組み合わせてAIが分

析し、スタジアムの芝生と周辺の

緑地へ最適な散水を実行できるよ

うにする。水資源を無駄なく利用

する狙いがある。 

<SC48179> 

 

ビオンテック（製薬）―「20年代中にmRNAがんワクチンが一般化」― 

 

ユニパー（エネルギー）―UAEの原油加工・船舶用燃料販売事業を売却― 

 富士通（電機）―独サッカー場でAI活用の実証実験― 
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ドイツには産業立地面で国際競

争力がないとの考えが自動車業界

に広がっていることが、業界団体

VDA の会員企業アンケート調査で

分かった。ヒルデガルト・ミュラー

会長は政府の産業政策に対する低

評価を示すものだと明言。役所絡

みの煩雑な手続きの削減や通商協

定の拡大、認可手続きの簡素・迅速

化などが必要だと訴えた。 

アンケートは部品メーカーと車

体・トレイラー・バスメーカー、合

わせて 116社を対象に 1月 23日か

ら 2月 3日にかけて実施された。そ

れによると、同国の産業立地競争

力がないとする回答は 88％に達し

た。これを反映し、投資を国内から

国外に切り替えるとの回答は前回

調査（9月）の 22％から 28％に増加

した。国内投資を増やす企業は 2％

（前回 3％）に過ぎない。 

ドイツの産業立地条件の問題点

としては、「電力価格が高い」との

回答が最も多く、82％に達した。

「ガス価格が高い」も 73％と高水

準だ。ミュラー会長は「エネルギー

コストは低下しなければならな

い」と強調。エネルギーパートナー

シップの締結国を増やしたり、電

力税を欧州連合（EU）で認められて

いる最低水準に引き下げることな

どを要請した。 

原材料・部品の調達状況に関し

ては 42％が「改善した」と回答し

た。「悪化した」（12％）を大きく

上回っている。 

<SC48182> 

 

 

独電気電子工業会（ZVEI）が 16

日に発表した同国の 2022年の電気

製品輸出高は前年比 8.6％増の

2,458億ユーロとなり、過去最高を

更新した。物価を加味した実質

ベースでもわずかに増加したとし

ている。 

輸入高も 18.4％増え、過去最高の

2,621 億ユーロを記録した。通年

ベースで初めて輸出高を上回っ

た。貿易赤字は 163億ユーロとなっ

ている。 

仕向け先上位 20カ国のうち、輸

出高が前年を割り込んだのはス

ウェーデン（4.3％減の 52億ユーロ

で 14位）だけだった。伸び率が最

も大きかったのは台湾で、30.7％増

（37億ユーロで 16位）を記録。米

国（23.8％増の 236 億ユーロで 2

位）、ルーマニア（19.1％増の 52億

ユーロで 15位）、オランダ（18.6％

増の 143億ユーロで 4位）も大きく

伸びた。このほか韓国（15.4％増の

35 億ユーロで 18 位）、トルコ

（15.0％増の36億ユーロで17位）、

日本（13.0％増の 32億ユーロで 19

位）、スイス（10.5％増の 84億ユー

ロで 11位）も 2ケタ台の伸びを記

録した。中国は 265億ユーロで首位

を維持したものの、増加幅は 5.5％

にとどまった。 

22年 12月の輸出高は 200億ユー

ロで、前年同月を 6.7％上回った。

輸入高は 5.6％増の 213 億ユーロ

だった。 

<SC48183> 

 

 「独に産業立地競争力なし」＝車業界 
国内投資を増やすサプライヤーわずか2％に 

22年は電機輸出と輸入がともに

記録更新、貿易収支は初の赤字に 

 

 

   
 

   経済・産業情報 

鉄鋼業界団体シュタールが 21日

に発表した 1 月の独粗鋼生産高は

292万 5,000トンとなり、前年同月

を 10.2％下回った。減少は 11カ月

連続。高炉鋼が 7.9％減の 213 万

3,000トン、電炉鋼が 16.1％減の 79

万 2,000トンとともに縮小した。銑

鉄は 7.9％減の 195万 9,000トン、熱

間圧延鋼材は 13.4％減の 256 万ト

ンだった。 

<SC48184> 

 

 

粗鋼生産11カ月連続減少 

1月は－10％に 
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コロナ禍の発生後、在宅勤務の可

能性が大幅に広がり、大都市から転

出する人が増えた。転出先はこれま

で小都市や農村部が多いと思われ

てきたが、実際にはそうでないこと

が Ifo経済研究所と不動産ポータル

のイモヴェルト（immowelt）が行っ

たアンケート調査で分かった。 

Ifoとイモヴェルトは 2022年秋、

ドイツ在住の1万2,000人を対象に

アンケートを実施した。それによ

ると、大都市（人口 50万人超）か

らの引っ越し先で最も多いのは

「周辺地域」で 38％に上った。これ

に人口 10万～ 50万人の「小規模な

大都市」が 30％で続いた。10万人

未満の小都市は 9％、農村部は 5％

に過ぎなかった。 

大都市の住民で 1 年以内に引っ

越す予定の人は全体の 10％を占め

た。これらの人に移転先を尋ねた

ところ、小規模な大都市が 40％、周

辺地域が 22％に上ったのに対し、

小都市は 8％、農村部は 12％にとど

まった。調査担当者は「一部の人々

の推測に反し、コロナパンデミッ

クは田舎への逃避につながらな

かった。我々のアンケート調査の

結果から判断して、今後もそうは

ならないだろう」と述べた。 

居住費が家計の大きな負担に

なっているとの回答は 20％に達

し、21年 5月の前回調査（12％）か

ら大幅に増加した。インフレとエ

ネルギー価格の高騰が背景にあ

る。調査担当者は、家賃とエネル

ギー価格の上昇が生活費を強く押

し上げていると回答者の多くが答

えたと指摘。経済的な理由で大都

市から転出する動きが強まってい

ることを明らかにした。 

国際統計協会（ISI）は人口 10万

人以上の都市を大都市と定義して

いる。ドイツでも一般的にこの定

義が使われている。Ifo とイモヴェ

ルトの調査ではこれを踏まえたう

えで、人口 10万～ 50万人の都市を

「小規模な大都市」とし、50万人超

の都市を「大都市」と定義してい

る。50 万人を超えているのはベル

リン、ハンブルク、ミュンヘン、ケ

ルン、フランクフルト、シュツット

ガルト、デュッセルドルフ、ライプ

チヒ、ドルトムント、エッセン、ブ

レーメン、ドレスデン、ハノー

バー、ニュルンベルクの 14都市。 

<SC48186> 

独銀行業界が共同運営するカー

ド決済サービス会社オイロ・カル

テンジステーメ（EURO Kartensys-

teme）は 14日、銀行が発行するデ

ビットカード「ジロカード（旧 EC

カルテ）」の利用件数が昨年は前年

比 13.4％増の 67億件強となり、前

年に引き続き過去最高を更新した

と発表した。コロナ規制の緩和で

現金払いが増えカード決済は減る

との予想もあったが、拡大傾向は

継続。カード決済総額も 12.2％増え

て 2,840億ユーロに達した。 

ドイツではコロナ禍の発生後、

小売店が現金払いを避け可能な限

りカードないしスマートフォンで

の決済を顧客に要請するように

なった。大手スーパーなどでは要

請のアナウンスが頻繁に行われ

た。また、暗証番号を入力せずに決

済できる金額が従来の 25ユーロか

ら 50ユーロへと引き上げられた。 

新型コロナウイルスの感染防止

規制は昨年春にほぼ撤回され、小

売店や飲食店ではマスク着用義務

がなくなった。これを受け、感染リ

スクへの市民の警戒心は徐々に弱

まっていったことから、他の欧州

諸国に比べカードやスマホ決済の

普及度が低い同国で現金支払いが

再び増えることは十分に考えられ

るシナリオだった。 

連邦銀行（中銀）によると、決済

に占める現金の割合は長期的に低

下傾向にあり、2010 年台初頭には

82％に上っていたが、17 年には

74％に低下。コロナ禍 1 年目の

2020年は 60％、翌 21年には 58％ま

で下がった。22 年については現時

点でデータがない。 

小売市場調査機関 EHI は『フラ

ンクフルター・アルゲマイネ』紙

に、20 年と 21 年は現金払いの割

合が急激に低下したのに対し、22

年は緩やかに低下するという長

期トレンドに戻ったとの見方を

示した。 

<SC48187> 

 大都市からの移転先、小都市・農村は稀 
昨年は高インフレが原因の引っ越しが増加 

 コロナ規制緩和後もカード決済増加 
現金離れは再び緩やかなスピードに 
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航空大手の独ルフトハンザ・グ

ループで 15日、大規模な欠航と遅

延が発生した。フランクフルト市

郊外の鉄道工事でドイツテレコム

の光ファイバーケーブルが誤って

切断されたしわ寄せで、ルフトハ

ンザの ITシステムがダウンしたた

めだ。同市の一部地域ではドイツ

テレコムの顧客が電話やインター

ネットを利用できなくなった。 

ドイツ鉄道（DB）がフランクフル

ト北部で行っている工事で 14 日

夜、掘削機が光ファイバーケーブ

ル 4本を切断した。その影響でルフ

トハンザでは 15日朝からボーディ

ングパス発券などの業務を行えな

くなった。 

ルフトハンザはこれを受け、国

内線の運航を全面停止。乗客には

DB の列車を利用するよう呼びか

けた。 

フランクフルト空港では離陸で

きない機材が多く駐機場が足りな

くなったことから、航空管制機関

は数時間、着陸を禁止。同空港向け

機材の目的地をニュルンベルク、

ケルン、デュッセルドルフなど他

の空港に変更した。 

ルフトハンザでは貨物部門と子

会社ユーロウイングス、オースト

リア航空、スイス・インターナショ

ナル・エアラインズ、ブリュッセル

航空でも影響が出た。 

<SC48189> 

 

 

ドイツ国内の暖房販売台数が昨

年は前年比 5％増の 98 万台となり

3年連続で拡大したことが、独暖房

産業全国連盟（BDH）の発表で分

かった。環境に優しいヒートポン

プが特に大きく増えて全体をけん

引した。 

ヒートポンプの販売台数は 23万

6,000台となり、前年を 53％上回っ

た。シェアは前年の 16.6％から

24.1％へと伸びている。石油暖房

（25％増の 5万 6,500台）とペレッ

ト暖房などのバイオマス暖房（17％

増の 8万 9,000台）も好調だった。 

ガス暖房は 8％減の 59 万 8,500

台と振るわなかった。天然ガスの

供給不足懸念と価格高騰が直撃し

た格好だ。シェアは 70.3％から

61.0％に低下した。 

<SC48185> 

フランクフルト証券取引所を運

営するドイツ取引所は 17日、採用

基準が最も厳しい「プライム・スタ

ンダード」の銘柄入れ替えを発表

した。最大手企業 40社を対象とす

る株価指数 DAX にコメルツ銀行

を採用する。工業ガス大手リンデ

がフランクフルトとニューヨーク

での重複上場を止め、ニューヨー

ク市場に一本化することを受けた

措置。27日付で入れ替えを行う。 

コメルツ銀行は DAX がスター

トした 1988年から長年、同指数の

構成銘柄であり続けてきたが、時

価総額が大幅に低下したことか

ら、2018 年 9 月にワンランク下の

MDAX へと転落していた。同行が

DAX に昇格となることから、

MDAX には風力発電設備大手のノ

ルデックスが SDAX から引き上げ

られる。 

<SC48188> 

22年の暖房販売5％増加 

ヒートポンプがけん引 

コメ銀がDAXに復帰 

リンデの撤退で 

 ルフトハンザで大規模な欠航・遅延 
通信ケーブル切断でシステムがダウン 

 

FBCのショートリスト調査は  

このデータをもとに即営業を開始できます 

① ロングリスト調査の結果、興味・関心を示した企業の担当者を割り出します 

② 当該企業の主な取引先や競合他社などのデータも入手します 

③ ショートリストとして提出します 

https://fbc.de/business/list_research/
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   目で見るドイツの経済・社会 

次ページに続く⇒ 

独機械業界　輸出入統計

179.7 182.0 
163.4 

181.3 
192.4 

76.5 77.0 70.0 
81.2 91.1 

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

機械輸出入高 （十億ユーロ）

輸出 輸入

順位 部門 金額（百万ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

1 駆動技術 17,160.8 8.9 5.3

2 空調設備機器技術 14,927.8 7.8 11.3

3 物流技術 14,854.0 7.7 9.9

4 農業機械 14,789.4 7.7 15.9

5 建設機械・建築資材製造機械 11,065.4 5.8 5.9

6 バルブ機械 10,366.5 5.4 5.9

7 食品機械と包装機械 8,917.7 4.6 1.7

8 工作機械 8,558.2 4.4 6.8

9 フルードパワー 7,874.3 4.1 5.4

10 プラント・エンジニアリング 7,461.8 3.9 14.2

11 精密工具 6,256.0 3.3 3.4

12 液体ポンプ 6,059.3 3.1 2.1

順位 部門 金額（百万ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

1 空調設備機器技術 11,724.3 12.9 8.3

2 駆動技術 10,138.7 11.1 15.0

3 建設機械・建築資材製造機械 6,435.0 7.1 12.9

4 バルブ機械 6,116.8 6.7 14.0

5 農業機械 5,493.2 6.0 17.7

6 物流技術 5,424.6 6.0 13.6

7 フルードパワー 4,275.8 4.7 18.8

8 精密工具 3,604.3 4.0 4.0

9 工作機械 3,412.9 3.7 15.4

10 液体ポンプ 3,185.1 3.5 11.7

11 圧縮機、圧縮空気及び真空技術 2,838.2 3.1 7.0

12 プラント・エンジニアリング 2,817.1 3.1 13.8

機械の輸入額　上位12部門　2022年

機械の輸出額　上位12部門　2022年
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<SC48191> 

出所：ドイツ機械工業連盟

国・地域 金額（億ユーロ） シェア（％） 金額（億ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

欧州 1,051 58.6 1,097 57.0 2.7

    EU27カ国 785 43.8 844 43.9 5.0

    ユーロ圏19カ国 266 14.8 253 13.1 -4.3

アジア 392 21.9 414 21.5 5.3

北米 224 12.5 269 14.0 20.0

中南米 64 3.6 74 3.8 15.3

アフリカ 37 2.0 40 2.1 10.0

オーストラリア・オセアニア 25 1.4 27 1.4 10.4

合計 1,813 100.0 1,924 100.0 6.1

順位 金額（億ユーロ） シェア（％） 金額（億ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

 1.　米国 207 11.5 248 12.9 20.0

 2.　中国 193 10.7 189 9.8 -2.3

 3.　フランス 121 6.7 129 6.7 5.2

 4.　イタリア 87 4.8 96 5.0 9.0

 5.　オランダ 78 4.4 85 4.4 6.1

 6.　英国 77 4.3 83 4.3 9.7

 7.　ポーランド 76 4.2 81 4.2 3.8

 8.　オーストリア 75 4.2 78 4.1 1.1

 9.　スイス （2021年は10位） 54 3.0 61 3.2 11.8

 10. チェコ  （2021年は11位） 54 3.0 57 3.0 3.0

国・地域 金額（億ユーロ） シェア（％） 金額（億ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

 欧州 542 68.4 606 66.5 8.2

     EU27カ国 439 55.4 494 55.4 8.3

    ユーロ圏19カ国 103 13.0 111 12.2 7.3

アジア 177 22.4 218 24.0 22.2

北米 54 6.9 67 7.4 23.6

中南米 5 0.6 6 0.6 24.1

アフリカ 13 1.7 13 1.5 -1.7

オーストラリア・オセアニア 1 0.1 1 0.1 -1.2

合計 812 100 911 100 12.2

順位 金額（億ユーロ） シェア（％） 金額（億ユーロ） シェア（％） 前年比（％）

1.　中国 97 12.2 120 13.2 22.7

2.　イタリア 70 8.8 78 8.6 6.9

3.　米国 52 6.5 64 7.0 23.2

4.　チェコ （2021年は5位） 49 6.1 57 6.3 15.8

5.　スイス （2021年は4位） 52 6.5 56 6.1 8.0

6.　ポーランド （2021年は8位） 42 5.3 52 5.7 17.2

7.　フランス （2021年は6位） 48 6.0 51 5.6 5.0

8.　オーストリア （2021年は7位） 44 5.5 49 5.4 7.9

9.　日本 35 4.5 40 4.4 11.2

10. オランダ 33 4.2 35 3.9 0.2

2021年 2022年

機械の輸出額　国・地域別

地域別

2021年 2022年

国別（上位10カ国）

2021年 2022年

機械の輸入額

地域別

2021年 2022年

国別（上位10カ国）
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<SC48192> 

 

   為替・株価・原油 （2023年2月8日～21日） 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

DAX40

出所：欧州中央銀行、ドイツ証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油（先物。1バレル当たり。単位：ドル）

対ドル

ユーロ相場

85.09 84.50 
86.39 86.61 85.58 85.38 85.14 

83.00 
84.07 84.01 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日

0.8880 
0.8852 

0.8835 0.8828 0.8813 

0.8883 0.8888 0.8889 
0.8874 

0.8793 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日

1.0735 1.0771 
1.0690 1.0686 

1.0759 
1.0700 1.0700 

1.0625 
1.0674 1.0664 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日

0.9881 0.9890 

0.9872 
0.9849 

0.9870 

0.9885 
0.9873 

0.9896 

0.9861 
0.9853 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日

140.81 140.80 139.88 
141.65 142.14 

143.05 143.31 143.18 143.09 143.76 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日

15,412.05 15,523.42 
15,307.98 

15,397.34 

15,380.56 
15,506.34 

15,533.64 15,482.00 15,477.55 
15,397.62 

8日 9日 10日 13日 14日 15日 16日 17日 20日 21日
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